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研究要旨 
建築物衛生法が適用されない延床面積 2000～3000m2 の建築物（以下、中規模建築物）における

衛生環境の維持管理の実態や、建築物利用者の健康状態や職場環境等の実態を把握するために、冬

期の断面調査として 500 社超の事務所に対してアンケート調査を依頼した。本調査では、中規模建

築物と比較評価するために特定建築物も約半数含めた。その結果、2018 年 4 月 19 日時点で 185 社、

1969 名から回答を得た。回答が得られた建築物の延床面積は、2000m2未満の小規模事務所で 82 件、

2000～3000m2の中規模建築物で 17 件、特定建築物で 79 件、3000m2以上の非特定建築物で 7 件と

なり、特定建築物は目標サンプル数の範囲内であったが、中規模建築物のサンプル数が目標よりも

大幅に少ない結果となった。次年度以降に予定している立ち入り検査による室内測定調査への協力

も、2000～3000m2の中規模建築物で 6 件、特定建築物で 15 件となり、全体的に少なめであるとも

に、特に中規模建築物の協力数が少ない結果となった。現在、データの入力と整理の作業中ではあ

るが、建築物や事務所に関する簡単な集計と解析を行った結果、空調方式は、特定建築物から中規

模建築物、小規模建築物へと延床面積が小さくなるに従って、個別方式の割合が増大した。過去 2
ヶ月間に従業員で苦情が発生した建物の比率は、全体的に温度、湿度で苦情の発生比率が高く、次

いで臭気の苦情の発生比率が高かった。中規模建築物と特定建築物との間では全ての項目で有意な

差はみられなかった。特定建築物における温度と相対湿度の建築物環境衛生管理基準に対する不適

率は、過去 15 年間で上昇しており、高い水準となっていることから、中規模建築物においても同様

の傾向である可能性が考えられた。次年度以降、室内環境の測定調査に協力可能な事務所に対して

室内環境の測定調査をあわせて実施し、健康状態や室内の維持管理状況との関係について調査する

予定である。中規模建築物におけるサンプル数と協力数の確保についても関係団体等とさらに検討

を行う予定である。 
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A. 研究目的 
建築物衛生法が適用される特定建築物（店舗、

事務所等の特定用途で延床面積 3000 ㎡以上の

建築物、同 8000 ㎡以上の学校）には、建築物環

境衛生管理基準の遵守、その管理実態の報告、

建築物環境衛生管理技術者の選任等が義務づけ

られている。同法が適用されない中小規模の建

築物（以下、中小建築物）においても衛生管理

に努めるように記されているが、現在は監視や
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報告の義務がないことから衛生管理状況の実態

が不明瞭となっている。また近年、省エネに対

する建築物所有者や使用者の意識向上が要求さ

れる状況下において、中小建築物は運営や管理

形態の多様さなどから十分な技術的支援を得ら

れず、適切な対応がとられていない可能性が懸

念される。 
そこで本研究では、建築物衛生法が適用され

ない 2000～3000 ㎡の中規模建築物における空

気環境を中心に、給排水の管理、清掃、ねずみ

等の防除といった、環境衛生管理基準規定項目

に係る実態と、建築物利用者の健康状況を調査

し、特定建築物の範囲拡大も含めた適切な衛生

管理方策の検討に必要な科学的根拠を明らかに

することを目的としている。 
本研究で得られた成果は、建築物衛生法の適

用範囲の検討に資するものであり、今後の建築

物衛生行政における施策の立案に寄与するもの

である。 
 
B. 研究方法 
B.1 研究デザイン 
自記式調査票を研究対象の会社等に配付し、

郵送等にて回収する。建築物の管理者または事

務所の責任者に対しては「建築物の維持管理状

況の調査」（管理者用調査）、事務所の従業員に

対しては「職場環境と健康の調査」（従業員用調

査）を実施する。管理者用調査では、事務所及

び事務所が入居する建築物の維持管理状況など

を問う。従業員用調査では、職場環境と健康状

態などを問う。事務所１件あたり管理者用調査

票 1 部、従業員調査票は在室時間の長い従業員

に対して 15 部配付する。本研究は、人体から採

取された試料を用いない観察研究である。 
 
B.2 調査対象と調査規模 
対象は、建築物衛生法が適用されない中規模

建築物に勤務する建築物の管理者と従業員であ

る。比較のため、特定建築物も対象に含めた。

公益社団法人全国ビルメンテナンス協会に協力

を要請し、研究対象となる建築物事務所の紹介

を得た。 
従業員用調査は、事務所に在室する時間が比

較的長い日勤の管理職や事務職等の従業員に対

して実施し、ビルの清掃や環境測定に従事する

従業員は原則として調査対象に含まない。 
本調査の規模としては、調査依頼数の設定を

500 社とし、中規模建築物と特定建築物を約 2：
3 から 3:2 の間程度に設定した。本来は母集団

からの無作為抽出が前提ではあるが、母集団が

5,000、10,000、100,000 であったとしても、代表

性を考慮したサンプル数は、許容誤差（精度）

と信頼レベル（母集団の特性の代表性）を最低

限度のレベルに設定すると、サンプル数は 67～
95 件程度となる。近年の統計データからは、事

務所用途の特定建築物が日本全体で約 18000～
19000 件であるが、中規模建築物を特定建築物

の半分から同数程度としても、サンプル数に影

響はない。そして、調査票の回収率を 2012 年に

本研究者らが実施した全国規模のアンケート調

査時 1)-3)の実績 65%に設定すると調査依頼数は

103～146 件程度、一方、回収率を低く見積もっ

て 35%に設定すると調査依頼数は 191～271 件

程度となる。従って、調査依頼数の設定をそれ

ぞれ 200～300 社、合計 500 社であれば、回答率

が低くても対応可能となる。公益財団法人全国

ビルメンテナンス協会の会員会社は約 3000 社

であり、500 社より多く設定しても回答率の向

上はさほど見込めないと考えられることから、

調査依頼数を 500 社とした。 
建築物調査時のサンプル数を約 100 前後とす

る研究は、他でもみられる。米国環境保護庁が

1990 年代に実施した BASE（Building Assessment 
Survey and Evaluation）研究では、全米 21 都市

から無作為に選定された 100 件のオフィスビル

を調査している 4)。 
日本で厚生労働省が実施しているシックハ

ウス（室内空気汚染）問題における全国調査で

は、約 100 戸前後の住宅を調査している 5)。厚

生労働省の調査では、全国の住宅から無作為抽

出する方法でサンプリングされていないが、東

京都内で無作為抽出法との比較を行った結果、

室内環境の測定結果にほぼ差がないことが確認

されている。全国規模でサンプリングを行うこ

とで、信頼レベルを一定レベル確保できる。 
欧州では、2011 年以降に OFFICAIR 研究が進

められている 6)。欧州 8 カ国（ポルトガル、ス

ペイン、イタリア、ギリシャ、フランス、ハン
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ガリー、オランダ、フィンランド）から 167 件

のオフィスビルを任意に選定し、アンケート調

査を実施している（一般調査）。そしてその後、

室内環境の測定調査を加えた詳細調査を 37 件

のオフィスビルに実施している（詳細調査）。最

終的には、9 件のオフィスビルにおいて、室内

清掃等の改善効果を把握する介入研究を実施し

ている（介入研究）。詳細調査になると、測定を

目的とした立ち入り検査となり、調査への協力

数が少なくなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
欧州 8カ国による建築物の衛生環境と健康調査 
 
詳細調査に関する先行研究として、本研究者

らが 2013 年に実施した立ち入り検査による測

定調査 1),7)では、2012 年の全国規模のアンケー

ト調査 1)-3)で立ち入り検査への協力可能と回答

があった事務所から、従業員の健康状態や室内

の衛生状態が良好から不良まで幅のある建築物

を選定し、東京、大阪、福岡において、冬期に

11 の事務所、夏期に 13 の事務所で詳細測定調

査と従業員の健康アンケート調査を実施した。

その結果、シックビルディング症候群と室内温

度や浮遊粉じんとの関係がみられており、特に、

粒径のより小さい浮遊粉じんほど、上気道症状

との関係がみられ、特定建築物で使用されてい

る中性能フィルターでは、粒径の小さい粉じん

の外気からの侵入を十分防止できていない可能

性を示した。詳細調査になると、調査への協力

数が少なくなり、サンプリングの代表性に対す

る信頼レベルは低下するが、衛生状態等の差を

考慮することにより、室内環境における問題点

の把握は可能である。 
以上の状況を踏まえて、本研究においては、

調査依頼数 500 件のアンケート調査をフェーズ

1 とし、その後測定機器を送付して 1～2 週間程

度連続測定（温度、湿度、二酸化炭素）を実施

する室内測定調査 1 をフェーズ 2 とし、フェー

ズ 1 の回答者の中から 30～50 件程度（フェーズ

2 へ協力可能と回答があった事務所）選定して

次年度以降に調査を実施する計画である。また、

事務所内への立ち入りを行って詳細な室内環境

測定（化学物質、微生物、粉じん等）を実施す

る室内測定調査 2 をフェーズ 3 とし、フェーズ

1 の回答者の中から 10～15 件程度（フェーズ 3
へ協力可能と回答があった事務所）選定して次

年度以降に調査を実施する計画である。フェー

ズ 2 とフェーズ 3 の事務所を選定する際には、

従業員の健康状態や衛生状態が良好から不良ま

で幅のある建築物を選定する予定である。 
 
B.3 自記式調査票 
管理者用及び従業員調査票は、平成 23～28

年度の研究で使用した調査票 1)-3),8)をもとに作

成した。従業員調査票は、米国環境保護庁 9)、

米国国立労働安全衛生研究所 10)、欧州共同研究
11)によるシックビルディング症候群の質問票を

参照し、低湿度での VDU(visual display unit)作業、

超微小粒子、微生物汚染などの近年懸念される

諸問題や職業性ストレス 12)を考慮した調査票

となっている。従業員調査票は、個人属性、職

場環境、健康状態（23 症状、15 既往疾患歴）、

職場の空気環境の状態、職業性ストレスの状態

などの質問で構成されている。 
 
（倫理面での配慮） 
本調査は、国立保健医療科学院研究倫理審査

委員会の承認（承認番号ＮＩＰＨ－ＩＢＲＡ＃

１２１６０）および近畿大学医学部倫理委員会

の承認（承認番号２９－２３７）を得て実施し

ている。 
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C. 研究結果および考察 
平成 30 年 1 月 5 日に管理者用調査票を 500

社（従業員調査票各社 15 部含む）に配布した。

また、中規模建築物の調査数を補うために、別

途、東京と大阪の 6 つの事務所にも管理者用調

査票と従業員調査票（トータル 183 部）を配布

した。 
その結果、2018 年 4 月 19 日時点で 185 社、

1969 名から回答を得た。現在、データの入力と

解析作業を進めているが、管理者用調査票の回

答から、回答が得られた建築物や事務所に関す

る簡単な集計と解析結果を表 3-1～表 3-5 に示

す。 
 
表 3-1 建築物の延床面積 

延床面積 (m2) 
特定 
建築物 

非特定 
建築物 

合計 

2,000 未満 0 82 82 

2,000～3,000 0 17 17 

3,000～5,000 17 2 19 

5,000～10,000 26 3 29 

10,000～50,000 27 2 29 

50,000 以上 9 0 9 

合計 79 106 185 

※3000m2以上の非特定建築物 7 件 
 
表 3-1 より、回答が得られた建築物の延床面

積は、2000m2未満の小規模事務所で 82 件、2000
～3000m2 の中規模建築物で 17 件、特定建築物

で 79 件、3000m2以上の非特定建築物で 7 件と

なり、合計 185 件であった。特定建築物は、目

標とするサンプル数の範囲内であったが、中規

模建築物のサンプル数が目標よりも大幅に少な

い結果となり、その分、小規模建築物のサンプ

ル数が多い結果となった。事前の調査対象リス

トでは、中規模建築物と考えられていた建築物

が、調査の結果、小規模建築物であったことが

原因と考えられる。 
表 3-4 に空調方式を示す。空調方式は、特定

建築物から中規模建築物、小規模建築物へと延

床面積が小さくなるに従って、個別方式の割合

が増大した。 
表 3-5 に過去 2 ヶ月間に従業員で苦情が発生

した建物の比率を示す。全体的に、温度、湿度

で苦情の発生比率が高く、次いで臭気の苦情の

発生比率が高かった。中規模建築物と特定建築

物との間で χ2検定を行ったが、全ての項目で有

意な差はみられなかった。小規模建築物と特定

建築物の間では、温度と湿度において、小規模

建築物の方が苦情が発生した建物の比率は有意

に低かった。特定建築物における温度と相対湿

度の建築物環境衛生管理基準に対する不適率は、

過去 15 年間で上昇しており、高い水準となって

いるが、中規模建築物においても同様の傾向で

ある可能性が考えられる。 
 
表 3-2 建築物の主な用途 

延床面積 
事 
務 
所 

店 
舗 

旅 
館 

そ 
の 
他 

不 
明 

合 
計 

2,000 未満 80 0 0 1 1 82 

2,000～3,000 15 2 0 0 0 17 

3,000～5,000 15 0 1 3 0 19 

5,000～10,000 27 0 1 1 0 29 

10,000～50,000 26 0 0 3 0 29 

50,000 以上 9 0 0 0 0 9 

合計 172 2 2 8 1 185 

 
表 3-3 地方別回答件数 

地方 
2000m2 

未満 
中規模 
建築物 

特定 
建築物 

合計 

東北地方 3 
(3.7%) 

2 
(11.8%) 

4 
(5.1%) 

9 
(5.1%) 

関東地方 44 
(53.7%) 

7 
(41.2%) 

36 
(45.6%) 

87 
(48.9%) 

中部地方 8 
(9.8%) 

2 
(11.8%) 

15 
(19.0%) 

25 
(14.0%) 

近畿地方 4 
(4.9%) 

1 
(5.9%) 

7 
(8.9%) 

12 
(6.7%) 

中国地方 6 
(7.3%) 

0 
(0.0%) 

2 
(2.5%) 

8 
(4.5%) 

四国地方 0 
(0.0%) 

1 
(5.9%) 

1 
(1.3%) 

2 
(1.1%) 

九州地方 17 
(20.7%) 

4 
(23.5%) 

14 
(17.7%) 

35 
(19.7%) 

合計 82 17 79 178 
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表 3-4 空調方式 

空調方式 
2000m2 

未満 
中規模 
建築物 

特定 
建築物 

合計 

中央方式 9 
(11.0%) 

3 
(17.6%) 

27 
(34.2%) 

39 
(21.9%) 

個別方式 67 
(81.7%) 

10 
(58.8%) 

32 
(40.5%) 

109 
(61.2%) 

中央・個別 
併用方式 

4 
(4.9%) 

4 
(23.5%) 

19 
(24.1%) 

27 
(15.2%) 

不明 2 
(2.4%) 

0 
(0.0%) 

1 
(1.3%) 

3 
(1.7%) 

合計 82 17 79 178 

 
表 3-5 過去 2 ヶ月間に従業員で苦情が発生し

た建物の比率 

環境項目 n 
2000m2 

未満 
中規模 
建築物 

特定 
建築物 

温度 175 11.3%* 
(9/80) 

23.5% 
(4/17) 

29.5% 
(23/78) 

湿度 173 8.9%* 
(7/79) 

11.8% 
(2/17) 

20.8% 
(16/77) 

気流 169 2.6% 
(2/77) 

0.0% 
(0/17) 

4.0% 
(3/75) 

臭気 176 6.2% 
(5/81) 

5.9% 
(1/17) 

9.0% 
(7/78) 

騒音 175 4.9% 
(4/81) 

0.0% 
(0/17) 

5.2% 
(4/77) 

衛生害虫等 176 4.9% 
(4/81) 

0.0% 
(0/17) 

2.6% 
(2/78) 

水漏れ･結露･ 
雨漏り 

175 7.4% 
(6/81) 

0.0% 
(0/16) 

6.4% 
(5/78) 

清掃 176 2.5% 
(2/81) 

0.0% 
(0/17) 

5.1% 
(4/78) 

廃棄物処理 174 2.5% 
(2/80) 

0.0% 
(0/17) 

1.3% 
(1/77) 

その他 
（衛生全般） 

168 2.6% 
(2/77) 

0.0% 
(0/16) 

0.0% 
(0/75) 

※中規模建築物／特定建築物でχ2検定を実施し

たが、全ての項目で有意な差はなかった。小規

模建築物／特定建築物では温度と湿度で有意な

差がみられた。 

管理者用調査票では、室内測定調査 1（温度、

相対湿度、二酸化炭素の連続測定）、室内測定調

査 2（温度、相対湿度、二酸化炭素の連続測定

＋粉じん濃度、浮遊微生物や化学物質などの空

気環境項目の立入測定）に対する調査協力依頼

を行った。室内測定調査 1 への協力可能事務所

は、2000m2 未満の小規模事務所で 40 件、2000
～3000m2の中規模建築物で 8 件、特定建築物で

21 件であった。室内測定調査 2 への協力可能事

務所は、2000m2未満の小規模事務所で 25 件、

2000～3000m2の中規模建築物で 6 件、特定建築

物で 15 件であった。 
次年度以降、室内環境の測定調査に協力可能

な事務所に対して、室内環境の測定調査をあわ

せて実施し、健康状態や室内の維持管理状況と

の関係について調査する予定である。 
但し、中規模建築物の回収数については、目

標サンプル数を大幅に下回る結果となった。そ

のため室内測定調査への協力数も少ない結果と

なった。従って、これらのサンプル数と協力数

がさらに増加するよう、公益財団法人全国ビル

メンテナンス協会や他の関係団体等と検討を行

っていく。 
また、本調査は冬期の調査であった。本研究

者らが 2012 年に実施した特定建築物における

調査において、冬期と夏期では、シックビルデ

ィング症候群の関係因子が異なり、夏期では多

湿感や化学薬品臭との関係がみられた 1),3)。従

って、次年度の夏期にも同様の全国規模のアン

ケート調査を実施し、季節的な違いを把握する

予定である。なお、その際にも、中規模建築物

のサンプル数や室内測定調査への協力数が増え

るよう、公益財団法人全国ビルメンテナンス協

会等と検討を行っていく。 
 
D. 総括 
冬期の断面調査として 500 社超の事務所に対

してアンケート調査を依頼した結果、2018 年 4
月 19日時点で 185社、1969名から回答を得た。

回答が得られた建築物の延床面積は、2000m2

未満の小規模事務所で 82 件、2000～3000m2 の

中規模建築物で 17 件、特定建築物で 79 件、

3000m2以上の非特定建築物で 7 件となり、特定

建築物は目標サンプル数の範囲内であったが、
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中規模建築物のサンプル数が目標よりも大幅に

少ない結果となった。立ち入り検査による室内

測定調査への協力も 2000～3000m2 の中規模建

築物で 6 件、特定建築物で 15 件となり、全体的

に少なめであるとともに、特に中規模建築物の

協力数が少ない結果となった。現在、データの

入力と整理の作業中ではあるが、建築物や事務

所に関する簡単な集計と解析を行った結果、過

去 2 ヶ月間に従業員で苦情が発生した建物の比

率は、全体的に温度、湿度で苦情の発生比率が

高く、次いで臭気の苦情の発生比率が高かった。

中規模建築物と特定建築物との間では全ての項

目で有意な差はみられなかった。特定建築物に

おける温度と相対湿度の建築物環境衛生管理基

準に対する不適率は、過去 15 年間で上昇してお

り、高い水準となっていることから、中規模建

築物においても同様の傾向である可能性が考え

られた。中規模建築物におけるサンプル数と協

力数の確保については、次年度以降、公益財団

法人全国ビルメンテナンス協会や他の関係団体

等と検討を行っていく。 
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